



















































られていない。特に、中国と ASEAN の間の FTA も、日本と ASEAN の間の包括的経済
連携（AJCEP）も既に発効しており、韓国と米国、EU との間の FTA も既に締結されて
いるけれども、日韓の間の FTA 交渉は 2004 年以来中断しており、日中や中韓の間では、
交渉さえもまだ始まっていないという状態である。
　このような状況の中で、第四回合同国際シンポジウムが中国・上海の復旦大学において、
「北東アジア共同体の可能性」を主題に開催され、政治、経済及び歴史・文化の３領域で
ディスカッションする中から、未来における真に平等・互恵・互助の「東アジア・コミュ
ニティー」創造の可能性を探り、実りある成果が得られることを期待した。シンポジウム
では、復旦大学国際問題研究院常務副院長沈丁立教授による「北東アジア安全体制―2010
年の激動が促進した新制度構築―」と題する冒頭論文を始め、日中双方の研究者によって
「東アジア共同体の可能性」に関する幾つかの研究論文が発表された。シンポジウムの最
後には、復旦大学韓国研究センター長石源華教授によって、「東アジアという特色を具え
た『東アジア共同体』の創造」と題し、本シンポジウムの総括的論説が行われた。シンポ
ジウムは各研究者の深い専門性を反映した個別の研究論文の発表とシンポジウム参加者に
よる率直で誠実な討論によって大きな成果が得られたものと確信している。本シンポジウ
ムに参加された日中双方の研究者の方々に深く感謝申し上げる。
　本「北東アジア研究」別冊第２号は、この合同国際シンポジウムの成果を特集したもの
である。特集号の刊行に当たって、宇野名誉学長には、直接シンポジウムにはご出席いただけな
かったにも拘らず、巻頭に、「東アジア共同体論の課題序言―国際政治学の立場から―」として、
「（東アジア共同体に関する）研究状況のエッセンスを総括するとともに、論点を政治学的観点か
ら解題」し、「（シンポジウムで発表された）各専門論文を読む参考として、国際政治学的観点か
ら全体を俯瞰する『序言』的論説」をお寄せ頂いた。東アジア共同体論に関する「政治学的アプ
ローチから見る論点の整理」と合わせ、各寄稿論文の要点とその「東アジア共同体」研究におけ
る位置づけについて明快な解説をして頂いた。ここに記して、心から厚く御礼申し上げる。
 島根県立大学　　　　　　
 学長　本　田　雄　一
